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　２００８年１０月３１日、全国８地裁（福岡、広島、神戸、大阪、京都、大津、東京、埼玉）で２９名が、障害者自立支援法が成立してから３年目の日に、障がいを理由とした支援サービスの１割負担は、「生存権」や「幸福追求権」の侵害であり、憲法が定める「法の下の平等」に違反するとして、一斉に提訴しました。


大阪では５名の原告が地方裁判所に提訴しました。「障がいがあるというだけで、食事やトイレになぜ利用料を払わなければならないのでしょうか。」と原告の一人は記者会見で訴えました。


大阪地裁における裁判の開始は、来年２月１０日（火）午前１１時です。


そこで、障害者自立支援法訴訟提起のご報告のために下記のとおり報告集会を行います。


本訴訟を起こした意義や原告たちの熱い思いをお伝えしたいと思います。障がいのある人を苦しめる自立支援法が、憲法に反する法律であるとの裁判所の判断を勝ち取るために、どうかみなさまのお力を貸してください。


是非とも、多数の方々のご参加とご支援をお願い申しあげます。








日　時　２００９年１月９日（金）


午後１時～２時３０分


場　所　エル・おおさか


大阪市中央区北浜東3-14　TEL 06-6942-0001


地下鉄谷町線・京阪電鉄「天満橋」駅から西へ300m


参加費　無料　





応益負担制度の撤廃を！


自分らしく生きることのできる福祉サービス制度を確立しよう！





障害者自立支援法訴訟　大阪原告・弁護団


（連絡先）〒545-0021大阪市阿倍野区阪南町1-46-4                              　辻川法律事務所　TEL 06-6626-2437  FAX06-6626-2438





障害者自立支援法　応益負担違憲訴訟


訴訟提起報告会








